
事 務 連 絡

令和４年２月３日

建設業関係団体の長 殿 

国土交通省不動産・建設経済局

感染症法に基づく就業制限の解除に関する取扱いの周知について

内閣官房副長官補室より、新型コロナウイルス感染症対策に関し、厚生労働省が令和

４年１月３１日に発出した事務連絡「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律第１８条に規定する就業制限の解除に関する取扱いについて」の周知依頼があ

りました。

上記事務連絡においては、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）第１８条に規定する就業制限の解除に関する取扱いにつ

いて、

・（感染者の）就業制限の解除については、宿泊療養又は自宅療養の解除の基準を満

たした時点（日数を経過した時点）で、同時に就業制限の解除の基準を満たすこと

として差し支えないこと。

・（感染者の）就業制限の解除については、医療保健関係者による健康状態の確認を

経て行われるものであるため、解除された後に職場等で勤務を開始するに当たり、

職場等に証明（医療機関・保健所等による退院若しくは宿泊・自宅療養の証明又は

ＰＣＲ検査等若しくは抗原定性検査キットによる陰性証明等）を提出する必要はな

いこと。

・濃厚接触者の待機期間の解除については、解除された後に職場等で勤務を開始する

に当たり、職場等に証明を提出する必要はないこと。

などが分かりやすく整理されております。

また、令和４年１月28日付けの厚生労働省事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感

染急拡大が確認された場合の対応について」（令和４年１月５日（令和４年１月28日一部

改正））においては、濃厚接触者のうち、社会機能の維持のために必要な事業に従事する

者について、各自治体の判断により、待機期間の７日間を待たずに、４日目及び５日目

の抗原定性検査キットを用いた検査で陰性確認できた場合、５日目に待機を解除する取

扱を実施できること等が示されているところです。

このため、国内での感染者数が増える中で、企業等が勤務を開始する従業員（社会機

能の維持のために必要な事業に従事する者を除く。）に対し、証明（医療機関・保健所等

による退院若しくは宿泊・自宅療養の証明又はＰＣＲ検査等若しくは抗原定性検査キッ

トによる陰性証明等）を求めることは控えていただくよう依頼がありました。
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つきましては、貴団体におかれては、本事務連絡及び別添について了知いただくとと

もに、貴会会員に対しても、周知等の対応をしていただけますよう、よろしくお願いい

たします。 
 
（別添）厚生労働省事務連絡 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第18条に規定する 
就業制限の解除に関する取扱いについて」 
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 事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ５ 月 １ 日   

令和４年１月 31日一部改正   

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 18条 

に規定する就業制限の解除に関する取扱いについて 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114

号。以下「感染症法」という。）第 18条に規定する就業制限の解除に関する取扱いに

ついて、その内容をより明確にするため、本事務連絡を改正いたしました。 

つきましては、内容を御了知の上、御対応いただきますようお願いします。 

（主な改正箇所は太字下線） 

 

 

＜参考：本事務連絡の概要＞ 

・ 就業制限の解除については、宿泊療養又は自宅療養の解除の基準を満たした時点

で、同時に就業制限の解除の基準を満たすこととして差し支えないこと。 

 

・ 就業制限の解除については、医療保健関係者による健康状態の確認を経て行われ

るものであるため、解除された後に職場等で勤務を開始するに当たり、職場等に証

明（医療機関・保健所等による退院若しくは宿泊・自宅療養の証明又は PCR検査等

若しくは抗原定性検査キットによる陰性証明等）を提出する必要はないこと。 

 

・ 濃厚接触者の待機期間の解除については、解除された後に職場等で勤務を開始す

るに当たり、職場等に証明を提出する必要はないこと。 

  

別添 
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記 

 

（１）宿泊療養又は自宅療養における就業制限の解除について 

○ 宿泊療養又は自宅療養については、退院基準と同様の基準で解除することとし

ているが、就業制限についても、退院基準（※）と同様の基準で解除することと

して差し支えない。 

  その際 10日間の療養期間中は、保健所（又は保健所が委託した者）が健康観察

を実施し、症状に大きな変化がある等の場合は、医師の診察を受け、必要な場合

には入院することとする。 

 

○ なお、B.1.1.529系統（オミクロン株）の無症状患者（無症状病原体保有者）

の就業制限の解除にあたっては、退院基準中「発症日から10日間経過した場

合」を「発症日から７日間経過した場合」と読み替える。 

 

※ 退院基準（「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律におけ

る新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改

正）」（令和３年２月 25 日付け健感発 0225 第１号厚生労働省健康局結核感染症

課長通知）抜粋） 

第１ 退院に関する基準 

新型コロナウイルス感染症の患者について、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成 l0 年法律第 l14 号。以下「法」という。）第

26 条第２項において準用する法第 22 条の「病原体を保有していないこと」と

は、原則として次の①または③に該当する場合とする。ただし、次の②または

④に該当する場合も差し支えないこととする。 

 

（１）人工呼吸器等による治療を行わなかった場合 

① 発症日から 10日間経過し、かつ、症状軽快後 72時間経過した場合 

② 発症日から 10 日間経過以前に症状軽快した場合に、症状軽快後 24 時間

経過した後に核酸増幅法または抗原定量検査（以下「核酸増幅法等」とい

う。）の検査を行い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24 時間

以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

 

（２）人工呼吸器等による治療を行った場合 

③ 発症日から 15日間経過し、かつ、症状軽快後 72時間経過した場合 

④ 発症日から 20 日間経過以前に症状軽快した場合に、症状軽快後 24 時間

経過した後に核酸増幅法等の検査を行い、陰性が確認され、その検査の検

体を採取した 24時間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

※ ただし、③の場合は、発症日から 20日間経過するまでは退院後も適切な

感染予防策を講じるものとする。 

 また、新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者については、原則

として次の⑤に該当する場合に、退院の基準を満たすものとする。ただし、次

の⑥に該当する場合も退院の基準を満たすものとして差し支えないこととす
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る。 

 

⑤ 発症日から 10日間経過した場合 

⑥ 発症日から６日間経過した後に核酸増幅法等の検査を行い、陰性が確認

され、その検査の検体を採取した 24時間以後に再度検体採取を行い、陰性

が確認された場合 

発症日とは、患者が症状を呈し始めた日とし、無症状病原体保有者または

発症日が明らかでない場合については、陽性確定に係る検体採取日とする。

症状軽快とは、解熱剤を使用せずに解熱し、かつ、呼吸器症状が改善傾向にあ

ることとする。また、人工呼吸器等による治療とは、人工呼吸器管理または体

外式心肺補助（ECMO）管理による治療とする。 

 

上記の核酸増幅法等の検査の際に陽性が確認された場合は、24 時間後に核

酸増幅法等の検査を行い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24時

間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法等の検査

を繰り返すものとする。（①、③または⑤に該当した場合を除く） 

なお、患者が再度症状を呈した場合や無症状病原体保有者が新たに症状を

呈した場合は、症状軽快後に上記の場合に該当するまで退院の基準を満たさ

ないものとする。 

 

 

（２）就業制限解除の確認及び証明について 

○ 感染症法第 18条第３項の規定に基づき、就業制限の適用を受けている者又は

その保護者から、就業制限の対象者ではなくなったことの確認を求められた場

合については、当該地域の状況に応じて、就業制限の解除の基準を満たしたこ

とを確認することとする。 

 

○ なお、就業制限の解除については、医療保健関係者による健康状態の確認を経

て行われるものであるため、解除された後に職場等で勤務を開始するに当たり、

職場等に証明（医療機関・保健所等による退院若しくは宿泊・自宅療養の証明又

は PCR検査等若しくは抗原定性検査キットによる陰性証明等）を提出する必要は

ない。本取扱いは、厚生労働省本省から各都道府県労働局にも通知している。 

 

 

（３）濃厚接触者について 

○ 濃厚接触者の待機期間の解除については、解除された後に職場等で勤務を開始

するに当たり、職場等に証明を提出する必要はない。 

○ 待機期間については、「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された

場合の対応について」（令和４年１月５日厚生労働省新型コロナウイルス感染症

対策推進本部事務連絡）を参照すること。 
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（参考） 

＜検査結果の証明について＞ 

問１）労働者を就業させる上で、労働者が新型コロナウイルス感染症に感染して

いるかどうか又は濃厚接触者であるかどうか確認することはできますか。 

答１）現在、核酸増幅法または抗原定量検査(以下、「PCR 検査等」という。)は、

医師が診療のために必要と判断した場合、又は、公衆衛生上の観点から自治体

が必要と判断した場合に実施しています。そのため、医師や自治体に PCR検査

等が必要と判断されていない労働者について、事業者等からの依頼により、各

種証明がされることはありません。 

また、新型コロナウイルス感染症患者については、医療保健関係者による健

康状態の確認を経て、入院・宿泊療養・自宅療養を終えるものであるため、療

養終了後に勤務等を再開するに当たって、職場等に、医療機関・保健所等によ

る退院若しくは宿泊・自宅療養証明の証明又は PCR 検査等若しくは抗原定性検

査キットによる陰性証明等を提出する必要はありません。濃厚接触者について

も、職場等に証明を提出する必要はありません。 

PCR 検査等を実施した医療機関や保健所において、各種証明がされるかどう

かは、医療機関や保健所によって取扱いが異なりますが、国内での感染者数が

増える中で、医療機関や保健所への各種証明の請求についてはお控えいただく

よう、お願いします。 

なお、PCR 検査等では、検体採取の際の手技が適切でない場合や、検体を採

取する時期により、対象者のウイルス量が検出限界以下となり、最初の検査で

陰性になった者が、その後陽性になる可能性もあり得ます。 

 

問２）宿泊療養又は自宅療養の解除の基準を満たし、療養を終了した後、職場等

から PCR 検査等の結果が陰性であることの証明書（陰性証明）の提出を求めら

れた場合、どうしたらいいですか。医療機関に証明書の発行をお願いすること

はできるのですか。 

答２）宿泊療養・自宅療養中は、毎日、保健所（又は委託を受けた者）による健

康フォローアップが行われ、必要に応じて、医師の判断も踏まえた上で、保健

所が解除の基準を満たしているかどうかを確認します。 

このように、医療保健関係者による健康状態の確認を経て、宿泊療養・自宅 

療養を終えるものであるため、療養終了後に勤務等を再開するにあたって、職

場等に、陰性証明を提出する必要はありません。この取扱いは、厚生労働省本

省から各都道府県労働局にも周知しています。 

PCR 検査等の検査を実施した医療機関や保健所において、各種証明がされる

かどうかは、医療機関や保健所によって 取扱いは異なりますが、国内での感染

者数が増える中で、医療機関や保健所への各種証明の請求については控えてい

ただくよう、お願いします。政府としても、国民の皆さまに対する正確で分か

りやすく、かつ状況の変化に即応した情報提供や、誤解や偏見に基づく差別を
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行わないことの呼びかけ等を行ってまいります。 

なお、PCR検査等の検査では、検体採取の際の手技が適切 でない場合や、検

体を採取する時期により、対象者のウイルス量が検出限界以下となり、最初の

検査で陰性になった者が、その後陽性になる可能性もあり得ます。 

現在、PCR 検査等の検査は、医師が診療のために必要と判断した場合、又は、

公衆衛生上の観点から自治体が必要と判断した場合に実施しています。そのた

め、医師や自治体に PCR 検査等の検査が必要と判断されていない労働者につい

て、事業者等からの依頼により、各種証明がされることはありません。 
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別添 
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Q1.疑似症患者は、感染症法第 18条の就業制限の対象となるのか。 

 

感染症法第 18条の就業制限は、感染症法第 12条第１項による医師の届出があるこ

とを前提としているところ、疑似症患者は、同項にかかわらず届出をお願いするもの

であるため、感染症法第 18 条の就業制限の対象とはならない。なお、この場合であ

っても、感染症法第 44条の３第２項に基づき、自宅等での待機を求めることとなる。 

 

Q2.就業を行わないことについて、患者からご協力をいただける場合、感染症法第

18条に基づく就業制限を行う必要はないと考えているが、差し支えないか。 

 

差し支えありません。 

 

 




